
無料プログラム好評配布中 

年次有給休暇の付与管理プログラムです。 

入社日から有給休暇の付与月日、付与日数の示

すと共に、有給休暇申請簿（管理票）を簡単に印

刷できるプログラムです。エクセルのマクロを用

いて開発しています。 

興味のある方はメールでご連絡ください。 

社会保険労務士 丸山事務所 
〒330-0852 

埼玉県さいたま市大宮区大成町 １－５１５ 

所長 ：丸山 峰雄（特定社会保険労務士） 

Tel・Fax : 048-637-4387 

e-Mail  : info@office-maruyama.jp 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ : http://www.office-maruyama.jp 

有期雇用契約の法的ルール
有期雇用契約は需給調整機能に優れている等の

理由でよく使われていますが、法的には、民法と

民法の特別法である労働基準法および労働契約法

が関わっています。誤解も多いところなので、簡

単に整理してみます。 

 民法の規定  

民法では、有期雇用期間中の解雇や自己都合退

職等による解約は出来ないことを前提としていま

す。第６２８条に「やむをえない事情による解約

の申入れ」規定を設け、この事情のときに限り解

約ができるとし、責任が一方にあるときは、生じ

た損害を相手側に請求できると規定しています。 

契約社員の解雇には、損害賠償が伴うと考えて

間違いありません。天災等の不可抗力以外の原因

による経営の悪化は経営者の責任とされます。従

って、経営悪化を理由とした解雇では、期間満了

日までの給与相当額を請求されてもおかしくあり

ません。 

第６２９条では、「契約更新の推定」として、

更新の手続きなしに社員が満期以降も勤務してい

ることを黙認していると、同条件で更新したと見

做される規定です。契約期間に関しては見解が分

かれるところですが、期間の定めのない雇用契約

に転化されるとの判例もあります。 

契約社員を使用する上で、契約の締結・更新は

期間を含めて慎重に管理する必要があります。 

 労働基準法の規定  

労働基準法では第１４条第１項で、人身拘束の

弊害を排除するために、契約期間は原則３年以下

と規定しています。第２項は、「有期雇用契約の

締結、更新および雇止めの基準」制定の法的根拠

を規定しています。この基準では、例えば雇止め

するときには「満了日の３０日前に予告しなけれ

ばなりません」とありますが、３０日前までに予

告しなくても労働基準法第２０条の解雇予告と違

って解雇予告手当のような手当を支払う義務は課

せられていません。 

 労働契約法の規定  

労働契約法では、第１７条から第２０条におい

て有期雇用契約の規定があります。特に、平成２

５年４月から施行された、①第１８条の無期雇用

契約への転換規定、②第１９条の雇止め法理の法

制化は契約社員を雇用する上で無視できません。 

①は有期雇用契約の更新を５年間繰り返してい

ると、無期雇用への請求権が生ずるとの規定です。

これを、正社員としなければならないと誤解して

いる経営者もいますが、期限の定めのない契約に

なるだけで、他の雇用条件までを敢えて正社員と

同じにしなければならない訳ではありません。 

②は、最高裁判例で確立した「雇止め法理」が、

そのまま規定されました。訴訟ともなると、有期

雇用契約を反復更新して更新の期待感が醸成され

ていると雇止めの理由が客観的に合理的であるこ

とや社会通念上の相当性があることを裁判所が認

めない限り、雇止めをすることができません。 

有期雇用の需給調整機能その他の利点を否定す

るものではありません。しかし、仕事がなくなれ

ば何時でも辞めてもらえるとの考えの元に、安易

にこれを採用することは大きなリスクを抱え込む

ことになります。 

労働トラブルの未然防止に力を入れている 

社会保険労務士

 丸山事務所 通信

２０１３年７月（第５０号）

 本事務所通信は事務所の顧客さま、名刺交

換をさせていただいた方、ＦＡＸ番号を教え頂い

た会社へお送りしております。不要の方はお手

数ですがメール、ＦＡＸ、電話等でその旨をご連

絡下さいますようお願い申し上げます。 


